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理工系修士学生の職業選択における Person-Job Fit の重要性とその背景 

 
宮﨑航一（北陸先端科学技術大学院大学），白肌邦生（北陸先端科学技術大学院大学） 

koichi.miyazaki@jaist.ac.jp 

 
1. はじめに 

企業の競争優位の源泉となるような研究や技術の領域が近年大きく変化しており、この大きな変化

に対応できるような優秀な研究人材の獲得の重要性はますます高まっている。またジョブ型採用への

注目が近年大きくなっており、理工系修士学生の採用活動においても入社後配属予定の勤務地、職

種、部門・部署を内定承諾時に確約するケースが増加している。本稿では、企業の研究人材獲得の取

組みの中でも理工系修士学生の採用活動に着目し、勤務地、職種、部門・部署を確約した内定承諾に

対して影響を与える要因を考察することを目的にしている。個人―環境適合研究では個人―組織適合

（Person-Organization Fit）の観点で議論されることが日本で主流であったが、本稿では個人―職務

適合（Person-Job Fit）の観点を追加し、理工系修士学生の職業選択を議論する。 

 
2. 先行研究 

個人―環境適合に関する先行研究 
採用活動を通して組織の外部の人材を獲得し組織に受け入れるための重要な概念として、個人―環境

適合の研究が数多く行われてきた[1],[2]。欧米では個人―環境適合の中でも、個人―職務適合（Person-
Job Fit）と個人―組織適合（Person-Organization Fit）が重視され[3]、議論が展開されてきた。一方

で日本においても個人―環境適合に関する研究が多くなされてきたが、個人―組織適合（Person-
Organization Fit）の視点から研究が行われることが多く[4],[5]、個人―職務適合（Person-Job Fit）の

観点で議論されることは少ない。 日本において個人―職務適合（Person-Job Fit）の視点から個人―組

織適合研究が行われることが少なかったのは、メンバーシップ型雇用の企業においては採用時に職務が

決定していない場合が多く、個人が組織との関係性の中で自身の価値観を自覚する必要が小さかったた

めである[6]。  

 
第１図 個人―職務適合と個人―組織適合 

 
従来の研究はこのように、メンバーシップ型雇用を想定しているため、個人―環境適合の中でも個人

―組織適合（Person-Organization Fit）が大切であるという前提のもと議論が行われており、個人―職

務適合（Person-Job Fit）が考慮されていない。それに対して本稿では、日本企業の中でメンバーシッ

プ型雇用からジョブ型雇用へ徐々に転換が進んでいる[7]という変化のもと、これまで主流であった個人

―組織適合（Person-Organization Fit）だけでなく、個人―職務適合（Person-Job Fit）の観点を追加

し、理工系修士学生の職業選択を議論する。研究人材の獲得における個人―職務適合（Person-Job Fit）
の重要性に関する提言は、従来のメンバーシップ型雇用システムの限界が懸念される日本企業の研究競

争力強化へ貢献するものとして実務的意義のあるものである。 
 
3. 調査と分析 

調査の概要 
本稿で用いるデータは、2023 年に株式会社 LabBase が行ったアンケート調査である（第 1 表）。調

査対象は株式会社 LabBase が運営する就職プラットフォーム「LabBase就職」へ登録している就職活

動を終えた 2024 年卒業予定の修士 2 年生の理工系学生を対象に約 20,000名に配布し、回収数は 1,977
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名（回収率約 9.9%）であった。回答者の専攻は、機械・電気電子：21.1%,情報：18.3%, 生物・農学：

11.4%, 化学：9.5%, 数学・物理：7.0%, その他・不明：31.3%であり、大きな偏りはない。 
 

第１表 アンケート調査概要 

 

 
 

理工系修士学生の就職活動の傾向 
理工系修士学生の就職活動の傾向を把握するために２つの調査結果を示す。まず第一に、企業の内定

を承諾した際に、勤務地、職種、部門・部署のいずれも確定されていると回答した学生がどの程度いる

か、調査結果を示す。平均して 22.6%の学生は内定承諾時に勤務地、職種、部門・部署のいずれも確約

されているという結果が得られた。学生の専攻ごとに分けて分析すると、電気・電子系の学生は職務が

確約されている割合が 25.8%と高いのに対し、生物・農学系の学生では 16.4%と低いのがわかる（第２

図）。これらの結果から、理工系修士学生の就職活動では一定の割合で内定承諾時に職務が決定されて

いると言える。この要因としては、文系学生や学部卒業の学生の採用に比べて理工系修士学生の採用で

はより詳細に研究の専門性を評価できることから、勤務地、職種、部門・部署を企業が確約しやすいこ

とが考えられる。 
 

 
第２図 内定承諾時に勤務地、職種、部門・部署のいずれも確定されている割合 

 
第二に、学生が内定承諾先を決定する際に重視する要素を表す指標として、下記の結果を示す。

「内定承諾先を決定する上で重要だったものを、各内容に重要度を選択する形でお選びください。」

という問に対し、製品・サービスの魅力、事業の先々の成長性、企業の規模や知名度、給与や福利厚

生、志望の勤務地で働ける、職種や部署で専門性を活かせること、企業理念や働く人達の雰囲気とい

う選択肢の中から第 1位から第 7位までの順位をつけて回答を集めた。本調査の有効回答数は 1,807

名であった。学生が内定承諾先を決定する重要度第 1位に選ばれることが多かった要素は企業理念や

働く人たちの雰囲気(24.0%)であり、次いで職種や部署で専門性を活かせること(19.7%)、給与や福利

厚生(18.5%)が上位に並ぶ結果となった（第２表）。「職種や部署で専門性を活かせること」を重視す

る学生は、個人―職務適合（Person-Job Fit）を比較的重視する学生であるとすると、個人―職務適

合（Person-Job Fit）を重視する学生が一定数いると言える。 
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第２表 内定承諾先を決定する上で重要だった要素 

 
 
4. ロジスティック回帰分析による職務確約された内定承諾要因の推定 

分析方法 
職務確約された内定承諾に及ぼす影響について分析する。企業の内定を承諾した際に、勤務地、職種、

部門・部署のいずれも確定されていると回答した場合を 1 とし、それ以外の回答結果を 0 とする 2 値の

回答結果を従属変数としたロジスティック回帰分析を適用している。独立変数は、内定承諾先を決定す

る上で重要だった要素（製品・サービスの魅力、事業の先々の成長性、企業の規模や知名度、給与や福

利厚生、志望の勤務地で働ける、職種や部署で専門性を活かせること、企業理念や働く人達の雰囲気の

7項目）の重要度合い（重要度第 1 位選択の場合 7、重要度第 2 位選択の場合 6、重要度第 3 位選択の

場合 5、重要度第 4 位選択の場合 4、重要度第 5 位選択の場合 3、重要度第 6 位選択の場合 2、重要度第

7 位選択の場合 1 の 7 値）、3 日間以上開催のインターン参加社数、選考に関わる面接を受けた社数、内

定をもらった時期の早さ（内定承諾した企業からの内定時期が修士 1 年 12月以前の場合 4、修士 1 年

1月から修士 1 年 3月の場合 3、修士 2 年 4月・5月の場合 2、修士 2 年 6月・7月の場合 1 の 4 値）

を用いた。尤度比検定量により変数選択を行い、5 変数を選択した。5 変数によるロジスティック回帰

分析の推定結果を示した（第３表）。なお、モデルの X2乗検定の結果は 1%未満で有意であり、各変数

に関しては有意確率が 5%未満で有意な結果としている。変数間の多重共線性は VIF が 10 未満である

ことから問題ない。 
 

第３表 ロジスティック回帰分析の推定結果 

 
 
ロジスティック回帰分析の推定結果 
ロジスティック回帰分析の推定結果について考察する。職務確約された内定承諾に対して最も影響が

大きいと言えるのは、有意確率 p 値が 0.05 以下で有意な変数の中でオッズ比が大きい順に「志望の勤

務地で働ける」、「職種や部署で専門性を活かせること」、「3 日間以上開催のインターン参加社数」であ

る。それぞれの変数の偏回帰係数が正でありオッズ比の下限が 1 以上である。このことから、内定承諾

先を決定する上で「志望の勤務地で働ける」もしくは「職種や部署で専門性を活かせること」を重要視

する場合に、または 3 日間以上開催のインターン参加社数が多い場合に職務確約された内定承諾の結果

が起こりやすいとわかった。 
内定承諾先を決定する上で「職種や部署で専門性を活かせること」を重視する学生は、個人―職務適

合（Person-Job Fit）を比較的重視する学生であると言えるだろう。内定承諾先を決定する上で「職種

や部署で専門性を活かせること」を重視する場合に配属先の職務確約の内定承諾が起こりやすかった要

因としては、「職種や部署で専門性を活かせること」を重視する学生は配属先の不確定性がある会社よ

りも、配属先を確約された会社のほうが専門性を活かすことができると期待したことが考えられる。 
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「3 日間以上開催のインターン参加社数」が多い場合に、配属先の職務確約の内定承諾が起こりやす

かった要因としては、3 日間以上開催のインターンでは配属先を想定した部署・部門でインターンを経

験することが多いことから、インターンを通して学生の配属先部門に対する理解と志望度合いが高まっ

たことが考えられる。また、もう一つの要素として、企業がインターンを通して学生をより詳細に評価

することが可能になり、その結果として職務確約した内定承諾を出しやすかったことが考えられる。 
一方で、「企業理念や働く人達の雰囲気」と「選考に関わる面接を受けた社数」は統計的に有意ではな

い。「企業理念や働く人達の雰囲気」を重要視する学生は個人―組織適合（Person-Organization Fit）
を比較的重視する学生であると言えると考えると、個人―組織適合（Person-Organization Fit）は職務

を確約された内定承諾に対して有意な関係性が見られないと言える。 

 
5. おわりに 

 
以上の分析から、次の 4 点が指摘できる。 

 第一に、研究の専門性を評価される理工系修士学生の就職活動ではすでに 20%以上の割合で内定承諾

時に勤務地、職種、部門・部署が決定されていることである。 
 第二に、個人―職務適合（Person-Job Fit）とも関連が強いと言える「職種や部署で専門性を活かせ

ること」を重視する場合に内定承諾時に勤務地、職種、部門・部署が決定されていることが多い。今後、

ジョブ型雇用の浸透とともに内定承諾時に勤務地、職種、部門・部署が決定される学生がますます増加

する可能性が高いことを考慮すると、個人―職務適合（Person-Job Fit）の観点で職業選択を議論する

ことは今後ますます重要になると言える。 
 第三に、個人―組織適合（Person-Organization Fit）とも関連が強いと言える「企業理念や働く人達

の雰囲気」を重視することは内定承諾時に勤務地、職種、部門・部署が決定されていることに対して統

計的に有意な変数ではなかった。このことから、今後、日本企業の中でメンバーシップ型雇用システム

からの脱却が進むとすると、個人―組織適合（Person-Organization Fit）の観点に偏重した議論からの

脱却がより重要になると言える。 
第四に、3 日以上開催するインターンの重要性を指摘できる。内定承諾時に勤務地、職種、部門・部

署が決定されていることに対して正の影響をもったのは、面接社数ではなく 3 日以上開催するインター

ンへの参加社数であった。政府や経団連は本年より現場受け入れ型のインターンを推奨しているが、こ

のことは学生の 3 日以上開催するインターンへの参加を促進する。この結果として、配属先の勤務地、

職種、部門・部署が決定された状態での内定承諾が増えるのではないかと考えられる。 
 
最後に今後の課題を述べる。今回は学生に対するアンケート調査結果を元にした分析を行ったが、学

生からの回答結果だけでは正確性や網羅性が十分ではない可能性がある。今後企業への調査を行うこと

は残された課題としたい。また、個人―職務適合（Person-Job Fit）を「職種や部署で専門性を活かせ

ること」を重視する姿勢と関係が深いとし、個人―組織適合（Person-Organization Fit）を「企業理念

や働く人達の雰囲気」を重視する姿勢と関係が深いとしたが、今後より丁寧に両者の関係性を考察した

い。加えて、今回は内定承諾ときの配属確約状況を従属変数にして分析を行ったが、今後は採用後の活

躍や離職傾向の観点から分析を行いたい。 
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